
国立市第５期基本構想
第２次基本計画（修正計画）

（第２期国立市まち・ひと・しごと創生総合戦略）
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１　基本計画の位置づけ

　基本計画は、第５期基本構想の「まちづくりの目標」の実現及び「まちづくりの政策」の推進に
向け、個別の行政分野ごとに、施策の目的及び体系や施策の展開方向(基本的取組)などを掲げ、
今後、具体的な事業を推進していくための指針をなすものです。
　基本計画の下には実施計画を置き、基本計画において定めた施策の大綱を、現実の行財政の中
でどのように実施していくかを明らかにします。

２　基本計画の計画期間

　基本計画(第２次)の計画期間は、令和2(2020)年度～ 9(2027)年度の8年間としますが、社会
経済情勢の変化や国・東京都の政策動向、まちづくりに対する市民ニーズの変化等に的確かつ迅
速に対応できるよう、令和5（2023）年度に必要に応じて見直しを行います。
　また、基本計画の下に位置づけられる実施計画は、計画期間を4年間とし、毎年度検討を加え
て修正し、策定するものとします。
　なお、第２次基本計画策定後には、新型コロナウイルス感染症の影響により、基本計画の前提
となっている社会経済の状況が大きく変化しています。他人との接触や人の移動が制限され、経
済が縮小傾向にある中で、市財政も税収をはじめとして影響を受けることは必至であり、当初の
計画通りに施策を推進することが困難な状況にあります。
　こうした社会環境の変化を受け、厳しい財政状況においても新型コロナウイルス感染症対策
をはじめとした新たな行政需要に対応するため、令和3(2021)年時点で基本計画の内容の一部
について修正を行うこととし、残りの計画期間については、修正後の計画に基づいて基本施策を
推進することとします。

図表１	計画期間

Ⅰ　基本計画の概要

Ⅰ
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３　第2期国立市まち・ひと・しごと創生総合戦略

　国では、令和元(2019)年12月に第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を決定しました。国
立市では、平成28(2016)年3月に策定した「国立市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン　総合
戦略」の計画期間が令和2年3月までとなっており、次期計画の策定が求められています。
　国の総合戦略では、「稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする」「地方とのつな
がりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる」「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」「ひと
が集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域を作る」の4つの基本目標と「多様な人材の
活躍を推進する」「新しい時代の流れを力にする」の2つの横断的な目標を掲げています。
　地方版総合戦略は、国の総合戦略を勘案しつつ、各地域の社会・経済状況等を考慮して策定す
るものです。市の総合的な計画である基本計画の取り組みが地方版総合戦略において求められ
ている取り組みと一致することから、地方創生にかかわる取り組み（第2期国立市まち・ひと・し
ごと創生総合戦略）を基本計画に包含することとします。また、各基本施策で定めている「展開方
向の進捗状況を測定するための指標」は重要業績評価指標(KPI)を兼ねるものとします。
　国は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、令和2(2020)年12月に第2期「まち・ひと・
しごと創生総合戦略」を改訂しました。この改訂では、地域経済・生活への影響のほか、テレワー
クの普及と地方への関心の高まりなど、国民の意識・行動変容を受け、これまでの地方創生の取
組を着実に行うとともに、デジタル・トランスフォーメーション（DX）、脱炭素社会（グリーン社
会）、地方創生テレワーク、魅力ある地方大学の創出、オンライン関係人口、企業版ふるさと納税
（人材派遣型）、スーパーシティ構想などの新たな地方創生の取組を総合的に推進することとし
ています。
　令和3(2021)年6月に示された「まち・ひと・しごと創生基本方針2021」では、総合戦略に掲
げた4つの基本目標及び2つの横断的目標に基づいて取組を進めるに当たり、新たに3つの視点
（ヒューマン、デジタル、グリーン）を重点に据えることとしています。
　国立市においても、デジタル・トランスフォーメーション（DX）や脱炭素社会、テレワークなど
を推進していくため、地方版総合戦略を兼ねる基本計画の取組として位置付けることとします。
また、新型コロナウイルス感染症による地域社会の変化を見ていくと、地域における人材やその
ネットワークをはじめとするソーシャル・キャピタル1の重要性が増してきていると推測されま
す。ポストコロナにおけるまちづくりに向けては、こうした視点からも施策を推進します。

1	 ソーシャル・キャピタルは社会関係資本と訳されることがあり、提唱者とされるR.パットナムによれば「人々の協調
行動を活発にすることによって社会の効率性を改善できる、信頼、規範、ネットワークといった社会組織の特徴」とし
ている。また、ソーシャル・キャピタルにはいくつかの類型があり、「結合型」は「組織の内部における人と人との同質
的な結びつきで、組織内部での信頼や協力、結束力を生むもの」、「橋渡し型」は「異なる組織間における異質な人や組
織、価値観を結びつけるネットワーク」とされる。ソーシャル・キャピタルは社会・経済の様々な側面にプラスの効果
を及ぼしていることが内外の既存研究で報告されている。（平成28年3月 滋賀大学・内閣府経済社会総合研究所 共同
研究報告書「ソーシャル・キャピタルの豊かさを生かした地域活性化」より）
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４　基本計画の構成

( １) 計画の目標
　第５期基本構想の「まちづくりの目標」の実現及び「まちづくりの政策」の推進に向け、
計画の目標を明らかにします。また、ソーシャル・インクルージョンの理念及びSDGsとの
関係性について示しています。

( ２) 人口の将来展望（国立市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン）　
　今後のまちづくりのあり方を明らかにするための前提として、最も基礎的かつ重要な
指標である将来人口の推計を示しています。また、地方創生による人口展望とそれを達成
するための目指すべき方向性を示しています。

( ３) 重点項目
　今後8年間を見据えた中で、選択と集中の下、より高い実効力を伴ったまちづくりを展
開するため、予算・職員・施設等の限りある行政の経営資源を有効活用し、重点的かつ優先
的に推進していく事業群を示しています

( ４) 基本施策の体系
　基本構想に掲げた9つの政策の柱と、その下に位置づけられる基本施策の体系を示して
います。

( ５) 基本施策
　基本施策の体系に沿って、基本施策ごとに、施策の目的及び体系や施策の展開方向(基本
的取組)を示しています。また、計画策定後、基本的取組の推進による成果を定期的に分析・
評価し、その進捗状況に応じて必要な改革・改善を継続して実践するため、各展開方向に
設定した指標を示しています。

( ６) 基本施策の担当課一覧
　基本施策を統括する課と施策に主に関連する課を一覧で示しています。非常に多くの
部署に関連する施策や、全ての部署で意識するべき施策などにおいては、総合的なとりま
とめを行う部署のみ記載しています。各施策の目的達成のために、記載されている課の枠
にとらわれず、組織横断的な取組を行います。

( ７) 進捗状況を測定するための指標一覧
　基本施策の各展開方向に設定した指標の実績値と目標値を一覧にするとともに、目標
値設定の考え方を示しています。
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( ８) 財政計画
　本計画において記載した諸施策を推進し、具体化していくための財政的な裏付けとし
て、中長期的な見通しに立って、歳入・歳出の両面を先行的に見積もった財政計画を示し
ています。
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１　計画の目標

　基本構想では、人口減少・超少子高齢社会の到来を見据え、国立市を取り巻く現状を踏まえて
期間中に目指すべき理想像である「まちづくりの目標」を以下のように掲げています。

学び挑戦し続けるまち　ともに歩み続けるまち　培
つちか

い育み続けるまち
文教都市くにたち

　第２次基本計画においても、第１次基本計画に引き続き、これを目標とし、その実現に向けて
各施策を推進していきます。

２　人権・平和のまちづくり

　平成31（2019）年4月に「国立市人権を尊重し多様性を認め合う平和なまちづくり基本条例」
が施行され、市は、同条例に規定する「人権・平和のまちづくり2」を推進するため、市政のあらゆ
る分野において必要な取組を推進することとされています。同条例は、基本構想に掲げる「人間
を大切にする」というまちづくりの基本理念を人権と平和の視点から捉えなおし、人権を尊重し
多様性を認め合う平和なまちを実現することを目的としています。基本計画においても、その目
標実現に向けて施策を推進するに当たり、ソーシャル・インクルージョンの理念の下、本計画に
定める各基本施策を展開していきます。

図表２	計画全体の考え方

Ⅱ　計画の目標

2	 国立市人権を尊重し多様性を認め合う平和なまちづくり基本条例の前文において、「人権侵害を許さない」という強
い意志とソーシャル・インクルージョンの理念の下、一人一人が当事者として、自ら考え主体的に行動し、互いの多様
性を認め合い人権を尊重することによって平和なまちを実現することを「人権・平和のまちづくり」と定めています。

次世代の育成

国立ブランドの向上安心・安全の確保

まちづくりの目標
学び挑戦し続けるまち

ともに歩み続けるまち
培
つちか

い育み続けるまち
文教都市くにたち

「人間を大切にする」
～ソーシャル・インクルージョンの理念に基づく市政の推進～

Ⅱ
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３　持続可能な開発目標(SDGs)との関係

( １) 第２次基本計画とSDGsとの関係
　平成27（2015）年9月に持続可能な開発目標（SDGs）が国連持続可能な開発サミットで採択
され、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のため、17の国際目
標とこれに連なる169のターゲットが定められました。
　17の目標には国レベルで取り組むものや地域を特定して取り組まれるものが含まれていま
すが、「貧困」「保健」「教育」「ジェンダー」「水・衛生」「成長・雇用」「都市」「気候変動」「平和」など地
方自治体が従来から取り組んでいる分野も数多く並んでいます。国立市においても、その行政運
営がSDGsの目標達成に貢献していることを意識しつつ、引き続き「まちづくりの目標」の実現
に向けた取組を進める必要があります。

図表３	持続可能な開発目標（SDGｓ）
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あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する

ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

各国内及び各国間の不平等を是正する

包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

持続可能な生産消費形態を確保する

気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる

持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

１

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

SDGs17 のゴール

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを
確保する

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがい
のある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及び
イノベーションの推進を図る

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセ
スを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化へ
の対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化
する

( ２) SDGsに掲げられている17のゴール
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( ３) 市の主要な取組とSDGsのゴールとの関係

〇健康なまちづくりの推進と疾病予防の充実（基本施策９）
　（仮）ヘルスアップ戦略として、エビデンスや専門的知見を参考にしたあらゆる世代の健
康づくり及び介護予防の推進に取り組む。

〇保健と医療と介護予防の連携強化（基本施策９）
　市民一人ひとりが「かかりつけ医」を持ち、適正な医療機関の受診と専門的な健康管理の
アドバイスのみならず、社会的処方が受けられるよう取り組みを推進。

〇福祉の総合的な相談と自立支援の推進（基本施策12）
　制度の狭間に陥ることがないよう、生活や福祉に関する総合的な相談を広く受け止め、包
括的に支援する。

〇妊娠前から子育て期にわたる切れ目のない支援（基本施策３）
　子育て世代包括支援センター事業を推進し、産後ケアなどの母子保健施策を充実させな
がら、妊産婦及び乳幼児の健康を守り、子育て支援施策と一体的に展開していくことに
よって、子どもが健やかに成長・発達できるよう継続的・包括的に支援する。

〇幼児期からの教育の推進（基本施策４）
　子どもが将来に向かって生き抜く力を身につけていくための基礎となる「非認知スキル」
を育てる環境づくりを推進。

〇教育内容の質的充実（基本施策５）
　児童・生徒に確かな学力・豊かな人間性・健やかな体などの生きる力を養う。
〇充実した学校生活の支援（基本施策５）
　しょうがいや外国にルーツのある子どもなど、個に応じた適切な支援を推進。

ゴール３　すべての人に健康と福祉を
　SDGs のゴール３では「あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を
確保し、福祉を促進する」が目標とされています。

ゴール４　質の高い教育をみんなに
　SDGs のゴール４では「すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を
確保し、生涯学習の機会を促進する」が目標とされています。
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〇多様な性を尊重したまちづくり（基本施策２）
　性別に関わらず、誰もが多様な生き方を自由に選択することができ、自分らしく豊かに暮
らすことのできる地域社会を目指す。

〇女性のエンパワーメントの推進（基本施策２）
　困難な状況におかれた女性に対する支援により女性のエンパワーメントを推進。
〇多様なライフスタイルに対応した子育て環境づくり（基本施策３）
　子育て家庭の多様なライフスタイルに対応した子育て支援の環境を作る。
〇職員の人材育成と職場環境づくりの推進（基本施策26）
　ワークライフバランスの向上や職場における意思決定の多様性を確保するための管理職
における女性の比率向上。

〇環境保全型のまちづくり（基本施策17）
　地球温暖化防止対策として、市民、事業者及び行政が一丸となった温室効果ガスの削減を
目指す。

〇災害等への対応能力の向上（基本施策13）
　市民及び市職員の災害対応能力の向上を推進。
〇下水道施設の維持・創出（基本施策23）
　地震・集中豪雨等による災害や施設の老朽化等による事故発生及び機能停止のリスクの
低減を図る。

〇人権意識の醸成と普及啓発（基本施策1）
　ソーシャル・インクルージョンの理念に基づき、全ての市民の人権が養護されて自分らし
く自由に暮らせる、あらゆる差別のない社会を目指す。

〇時代を見据えた平和意識の創造（基本施策1）
　国立市から社会に対して平和の尊さを発信していくことにより、安定した平和な地域社
会の実現を目指す。

※上記は、市の主要な取組とSDGsのゴールを示したものであり、後述の図表８「基本施策の
政策体系」において各基本施策とSDGsのゴールの関係を示しています。

ゴール５　ジェンダー平等を実現しよう
　SDGs のゴール５では「ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女
児の能力強化を行う」が目標とされています。

ゴール 13　気候変動に具体的な対策を
　SDGs のゴール 13では「気候変動及びその影響を軽減するための緊急
対策を講じる」が目標とされています。

ゴール16　平和と公正をすべての人に
　SDGsのゴール16では「持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を
促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおい
て効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する」が目標とされています。
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１　人口の将来推計

　今後の人口動向予測は、これからのまちづくりの方向性を見極める上で、最も基礎的な指標で
す。全国的に人口減少・超少子高齢社会の到来とそれによる影響が問題視されている状況を踏ま
えれば、人口動向予測の重要性は以前にも増して高まっています。
　住民基本台帳人口に基づいた人口推計の結果、このままの状況で推移した場合、今後、国立
市の人口は令和7(2025)年まで横ばいで推移した後、減少に転じ、令和27(2045)年には約
73,000人ほどになると予測されます。その内訳をみると、地域の経済社会を支える中心的な世
代ともいえる生産年齢人口(15 ～ 64歳)が減少傾向で推移するのに対し、老年人口(65歳以上)
が一貫して増え続け、令和27(2045)年には高齢化率が32.2％まで上昇します。
　基本構想を策定した際の人口推計と比較しても、人口減少となる時点が遅くなったものの、将
来的な人口減少や少子高齢化の進展といった大きな流れは変わっていません。このような人口
構造の変化は、財政の根幹をなす市税の減収を招く一方、扶助費の増加により、財政構造の硬直
化に拍車を掛けることが大いに懸念されます。また、超少子高齢社会においては、地域経済規模
の縮小や高齢者をはじめとする支援が必要な方を支える担い手の不足も大きな課題となりま
す。このため、基本構想において、幅広い視点からのアプローチを長期的に続ける必要があるこ
とを明らかにし、「まちづくりの目標」の実現により、「人口減少を食い止めることを目指す」とし
た方針は継続して取り組む必要があります。また、さらなるまちの活性化のためには今後10～
20年程度の期間において人口の増加を目指すことも求められます。本計画においても、このよ
うな考えを踏まえ、超高齢社会を支える体制の構築と、子育て世代への支援を通じ、短期的には
人口増加を目指し、長期的には人口減少を食い止めつつ人口構造を改善することに注力します。

図表４	将来人口の推計結果
パターン１：住民基本台帳人口に基づく市の独自推計

Ⅲ　人口の将来展望（国立市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン）
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Ⅲ

２　将来の人口展望

　住民基本台帳人口に基づく人口推計（パターン１）では、現在進められている富士見台地域の
まちづくりやJR南武線連続立体交差事業などの今後の大きな状況変化のほか民間における開
発といった人口増加に関する要素が織り込まれていません。
　これらのまちづくりや開発等による人口増加の要素を加味した場合、今後、国立市の人口は令
和12(2030)年の80,213人をピークに減少傾向に転じ、令和27(2045)年には79,000人を下
回ると予測されます。
　その内訳をみると、人口増加に伴い、一時的に生産年齢人口(15 ～ 64歳)も増加しますが、長
期的には減少します。老年人口(65歳以上)は一貫して増え続け、令和27(2045)年には高齢化率
が31.2％まで上昇します。
　このような状況を考慮し、目指すべき人口の将来展望としては、開発等により確保される人口
の受け入れ可能な容量（供給される住居）を転入者の増加等によりすべて活用することとし、第
５期基本構想第２次基本計画終了時における人口は79,000人を超えることを目指します。ま
た、若い世代の定住による生産年齢人口の比率改善も併せて目指します。

図表５	将来の人口展望
パターン２：住民基本台帳人口に今後の開発等を加味した市の独自推計
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図表６ 将来人口推計の比較
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図表７	推計方法の概要
（出典：国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』（平成30年推計））
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３　目指すべき方向性

　目指すべき将来の人口展望を実現するためには、国立市へ「住みたい・住み続けたい」と思われ
るような安心・安全で魅力あるまちづくりを進める必要があります。短期・中期的な人口増加、長
期的な人口減少の抑制、人口構造の変化による影響の緩和を目標に平成28（2016）年3月に策
定した「国立市人口ビジョン」に定める方向性を継承しつつ、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大による市民の意識・行動様式の変化や経済状況等も踏まえ、次のとおり目指すべき方向性を
定め、施策・事業を展開します。
　また、居住地の選択に当たっては、テレワークの普及が進んでいるものの、通勤・通学の利便性
の高さは依然として重要であると考えられます。こうした中において、国立市は中央線沿線の各
自治体と競合する可能性が高いことから、行政サービスの水準はこれらの自治体と同程度を確
保しつつ、特徴的で魅力あるまちづくりを推進していきます。

( １) 少子化の抑制に向けた出産・子育て支援の促進
　少子化の抑制においては、合計特殊出生率の改善と子どもを産み育てやすい環境の整備が重
要です。
　このうち、合計特殊出生率については、国立市だけでなく国・都道府県における取組が極めて
重要となります。また、合計特殊出生率の改善による生産年齢人口の増加等の効果があらわれる
までには一定程度の時間を要することから、国・東京都などの動向を踏まえながら、改善に向け
た長期的な取組の推進が必要となります。
　子どもを産み育てやすい環境の整備は、社会全体へ影響を及ぼすことのできる国や広域的な
対策を行う東京都、住民に近い市区町村がそれぞれの特性を活かして対応すべきものです。家族
形態の多様化や地域コミュニティの希薄化などによる孤立、格差社会の進行など、子育て世帯
の抱える課題は複雑化・多様化しています。また、国立市における令和元(2019）年度の妊娠届
件数及び出生数は、前年度に比べ10％程度減少しており、令和2(2020)年度についても同程度
の減少傾向が見られます。さらに、新型コロナウイルス感染症が急速に拡大したことで、感染リ
スクと景気悪化への不安感から、全国における令和2（2020）年の妊娠届件数は前年に比べて
4.8％減少しており、今後の全国的な出生数減少の加速が懸念されます。こうした状況において
も、安心して子どもを産み育てることができる環境を作るため、周辺地域の状況を踏まえた上
で、子ども・子育て支援や教育支援、居住環境の整備などのさらなる充実が求められます。さら
に、在宅ワークの増加という社会状況の変化をきっかけとして、子育て環境の充実とともに、男
性が育児・家事を積極的に担えるよう促すことも重要となります。
　国立市では、国や都と連携しながら、引き続き「妊娠前から子育て期にわたる切れ目のない支
援」を展開する必要があります。
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( ２) 人口構造の変化によるマイナスの影響を抑制
　高齢化率が上昇していくことは避けることのできない状況にありますが、若い世代の定住を
促すことにより、将来的な人口構造の変化によるマイナスの影響を抑制することは可能です。
　国立市では、特徴的な取り組みとして、子どもたちの自己肯定感を丁寧に育み、最後までやり
抜こうとする力、他者と対話する力、自己の気持ちを表現しコントロールする力などといった
「非認知スキル」を身につける乳幼児期からの保育・幼児教育を推進しています。安心して子ども
を産み育てることのできる子育て環境の充実や豊かな幼児教育環境を確保することにより、国
立市で子育てをすることで、子どもに豊かな心が育まれ、子ども一人ひとりが夢と希望を叶える
ことができるようになることを目指します。また、国立市は多様な性を尊重したまちづくりを推
進しています。セクシュアルマイノリティと事実婚の方を対象としたパートナーシップ制度を
設けており、誰もが多様な生き方を自由に選択することができ、自分らしく豊かに暮らすことの
できる地域社会を目指しています。
　こうした取り組みにより、国立市が子育て世代はもとより多くの現役世代に選ばれることで、
生産年齢人口の流入と定住を促します。
　そして、賃貸住宅と持ち家との間において人の循環を生じさせるなど、まち全体が同時に高齢
化することのないようまちづくりに取り組むことで持続可能なまちの実現へとつながります。

( ３) 地域経済の活力の維持・増進
　国立市には個性ある店舗が多く、市の魅力のひとつとなっています。この魅力をさらに伸ば
していくことが居住者及び来街者を確保するために必要となります。そして、地域経済の活力
の維持・増進を図るためには、市内外からより多くの来街者を引き込むことが必要です。令和2
（2020）年には旧国立駅舎が再築され、まちの案内所も旧国立駅舎内にて運営を開始していま
す。
　一方、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、度重なる休業要請や外出自粛が求められ
ています。こうした感染防止の措置により、国立市内の事業者にも大きな影響が生じています。
　コロナ禍における市内事業者の経営継続、コロナ後に向けた地域経済の活性化のため、再築さ
れた旧国立駅舎の機能を活用しつつ、既存商店街の機能強化を促進するとともに、中小事業者へ
の売上向上のためのコンサルティングを含めた、既存事業者の経営基盤の強化・安定化に向けた
取組や、市内に立地を希望する企業及び起業・創業を目指す方への支援の充実に取り組む必要が
あります。

( ４) 文教都市としてのブランド力の向上
　子育て中のファミリー世代の定住化や、閑静な住宅地として多摩地域の中でも有数の高いブ
ランド力の維持・向上にも結びつくよう、「文教都市くにたち」にふさわしい学校教育の充実を図
るとともに、多くの人々に国立らしさを印象付けている優れた都市景観や、良好な住環境の保
全・形成に向けた取組を引き続き強化する必要があります。
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( ５) テレワーク等の環境変化を捉えたまちづくりの推進
　転出入の大きな要因となっている通勤先と居住地との位置関係においては、これまで職住近
接を指向する傾向がありましたが、新型コロナウイルス感染症の影響によりテレワークが普及
しつつあり、地方への関心が高まるなど、取り巻く状況がこれまでと異なってきています。こう
した状況変化に伴って、良好な住環境が整い、都心へのアクセスが比較的容易である国立市は、
居住地として選ばれる可能性を有しています。
　また、多摩地域全体の活性化の観点からは、東京都の多摩振興の取り組みや多摩地域自治体に
おける広域連携の取り組みにより、多摩地域における産業基盤の強化を含め、昼間人口の確保が
求められます。
　上記（２）から（４）までに記載している市の魅力を伸ばす取り組みを推進して居住地として市
の魅力を高め、選ばれるまちとして個性を磨くとともに、その魅力をしっかりと伝えていく必要
があります。

( ６) 都市間交流の推進
　大きく異なった環境を有する自治体同士が交流することにより、まったく新しい価値を生み
出すことができます。次世代を担う子どもに対しては、国立市では体験することのできない自
然、歴史文化、芸術などの様々な経験を提供することができます。また、市民が改めて国立市の魅
力に気づくことでシビックプライドを醸成することも可能です。そして、交流先の都市を身近に
感じて関係を築き、異なる文化・新しい文化を柔軟に受け入れていくことにより、排他的になる
ことなく寛容なまちを作り上げることにもなります。
　都市間交流の推進により、これまで築き上げてきた国立市の都市としての価値をさらに高め
ることが必要になります。
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１　重点項目の位置づけ

　重点項目とは、国立市が基本構想に掲げた目標である「学び挑戦し続けるまち　ともに歩み続
けるまち　培い育み続けるまち　文教都市くにたち」の実現に向けて、予算・職員・施設等の限り
ある行政の経営資源を最適に活用しながら、重点的・優先的に推し進めていく事業群を表すもの
です。
　基本構想においては、優先順位を見極めるための視点として、(1)次代を担う子どもたちを支
え、まちに活気をもたらす「次世代の育成」、(2)市民の心豊かで安らかな日常と新しい挑戦の土
台となる「安心・安全の確保」、(3)市民のまちに対する誇りや愛着の形成を促し、都市としての
相対的な価値や魅力を高める「国立ブランドの向上」の3つを、政策の視点として定めました。こ
の視点により、分野別に整理された政策や基本施策を横断的に捉え直して、重点項目を抽出しま
す。具体的な事業は実施計画において示しますが、これらを有機的に組み合わせ、未来を見据え
た持続可能なまちづくりを展開していきます。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響により、市民生活や社会状況、経済状況には大きな変
化が生じています。感染拡大の防止だけでなく、生活困窮者やDV被害の増加をはじめとする生
活面における様々な課題の表出、相次ぐ休業要請等による事業者の疲弊といった多くの課題に
対して迅速に対応していかなければなりません。
　一方、非接触・非対面といった行動様式の変化に伴い、デジタルディバイド3に配慮しつつ、Ｄ
Ｘ（デジタルトランスフォーメーション）4 の推進が強く求められています。情報通信技術は、人
権やプライバシーを侵害する危険性を孕んでいるなど、その使い方によっては負の効果が生じ
ることも理解し、適切に活用していくことが重要です。また、特に高齢者の外出機会が減少した
ことによる健康づくりや介護予防のさらなる推進、テレワークが推奨されたことによる良好な
住環境の確保など、これまでも重要とされてきた課題でありますが、優先して取り組むべき課題
に変化してきています。
　こうした新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止とその影響への対応、そして、中長期的に
解決すべき課題に対しても、上記の3つの政策の視点とともに、重点項目の1つとして取り組む
こととします。

Ⅳ　重点項目

3	 インターネットやパソコン、スマートフォン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者との間に生じる格
差。

4	 情報通信技術の浸透が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させるという概念。

Ⅳ
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２　重点項目の内容

【重点項目１】次世代の育成
○人口減少社会における都市間競争は、人口を軸とした展開になることが想定されますが、
とりわけ、まちの活力を生み出す子どもや子育て世代の人口や割合が重要となります。子
育て世代に選ばれる都市になるためには、「次世代の育成」を主眼に置いたまちづくりが
欠かせません。さらに、他都市からの人口流入を図ることだけを考えるのではなく、人口
減少社会に対応した地域社会や子どもを産み育てやすい地域社会の形成を図っていくこ
とも必要となります。

○安定した財政運営の基盤となる点や増え続ける高齢者を支えるための基礎という視点か
らも「次世代の育成」は重要です。それと同時に、「次世代の育成」は、国立市で育った子ど
もたちが成長し、国立のまちをより発展させていくという好循環の起点となるものであ
り、まさに未来に向けた投資といえます。

○このような認識に立ち、今後、これから子どもを産み育てようとする段階から、子育て期
の世帯を対象とする支援をより充実させ、教育水準の向上や教育環境の充実を図ってい
くことで、子育て世代が「住みたい」「住み続けたい」と思える都市となるべく、狙いを定め
たまちづくりを推進していきます。

【重点項目２】安心・安全の確保
○「安心・安全の確保」は全ての基本で、市民の強い思いがあります。これまで阪神淡路大震
災や東日本大震災などの大規模災害のほか、令和元(2019)年には台風19号により多摩川
流域でも浸水被害が発生しました。発生確率が高まりつつある首都直下型地震とともに、
気候変動に伴う風水害や土砂災害等に対する備えのあるまち、犯罪の少ない治安の良い
まちに住みたいという市民の強い思いは継続しています。

○安心・安全の確保は、防災や防犯のみにとどまるものではありません。安心・安全なまちで
あってこそ、「住みたい」「住み続けたい」まちが実現します。安全なまちであるからこそ、
まちに活気を与える若者が住みたいと思うまちであり、また、安心して子どもを育てるこ
とができ、高齢者にとっては医療と福祉の連携、地域包括ケアが機能していればこそ安心
な老後を送ることができます。

○安心・安全は、市民生活の土台というべきものです。この土台の上で、市民は心豊かに暮ら
し、いきいきと活動し、新しいことに挑戦し、日常の楽しみや幸せを感じ取っていきます。

○土台は安定していてこそ、また、信頼があってこそ機能します。社会情勢が不安定な現代
において、今後も継続して「安心・安全」のまちづくりを推進し、土台を守っていくことは、
国立市において最も重要な施策の一つです。

○「安心・安全」のまちづくりは、安心して暮らすことができる状態を常に担保することであ
ると考えることができます。現在及び将来の市民が安心して安全に暮らすことができる
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まちを実現するためには、次の５つの状態を目標として事業を実施していく必要があり
ます。
（１）安心して子どもを産み育てられるとともに、子どもたちが健全に成長し、自ら生きて

いく力をつけていくための環境が整っている。
（２）市民が、健やかに、住み慣れた地域で最後まで安心して暮らすことができる。
（３）市民が互いに支え合うとともに、困りごとに対して行政を含めた相談先が確保され、

安心して生活できる。
（４）市民の生命及び財産の保護を最優先として、災害、犯罪、事故、健康危機等を未然に防

ぐとともに、市が保有する情報の保護に努め、被害が発生した場合においても最小と
なるための取組がなされている。

（５）すべての人が安心して移動できる交通環境が確保されているほか、安全で快適な生
活環境が整っている。

○また、都市と都市とのつながりを大切にすることは、平和な世界を実現するための地方自
治体レベルでのみ実施することができる取り組みです。都市間の交流により寛容な社会
を作ることは、「安心・安全」にもつながる重要な取組です。

【重点項目３】国立ブランドの向上
○国立市には、緑あふれる景観や自然と共に、個性的な店舗やまち全体に広がる文化・芸術
の気風、歴史の中で培われてきた高い住民意識など、多面的な魅力があります。まちに
とっての「ブランド」とは、このような多面的な魅力が折り重なってできる、まちとしての
価値です。国立市が活力あるまちとして持続的に発展していくためには、このブランドが
欠かせません。

○「ブランド」の源泉は、市民がまちに対して抱く愛着や誇り、いわゆる「シビックプライド」
です。「文教都市くにたち」という言葉が周辺の地域に認知されているのは、市民がその言
葉に代表されるまちのあり方に愛着や誇りをもち、先人たちから受け継いできたそれら
を次代にも引き継ごうとしているからです。

○そのため「国立ブランド」の要素は、市民が国立市のことをどう捉えているかということ
にほかなりません。市政世論調査による「国立らしさ」の回答には、「学校が多くある」「教
育水準が高い」「閑静な高級住宅街」「文化的」「緑豊か」「景観が優れている」「治安がいい」
「繁華街がない」「住民意識が高い」などが多く挙げられています。
○市民の意識と外部からの評価は一致しており、国立市のブランドイメージは確立されて
いると言えます。今後は、評価されている点を磨き上げるとともに、マーケティングの観
点を取り入れて積極的に情報発信していくことで、国立ブランドの向上へと結びつける
ことが重要です。また、これまでのブランドイメージを基礎としつつ、新たな魅力を発見・
発信することにより、国立ブランドを時代に合わせて変化させていく努力も求められま
す。
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○国立ブランドの向上は、シビックプライドの醸成へとつながり、「住み続けたいまち」への
思いにもつながります。国立ブランドの向上によって醸成されたシビックプライドが、さ
らに国立ブランドを高めていくという好循環を生み出していきます。

【重点項目４】新型コロナウイルス感染症への対応
○新型コロナウイルス感染症はワクチンが開発され、国立市においても令和3(2021)年5月
から住民に対する接種が開始されました。ワクチン接種以外にも、公共施設や学校などの
水道栓の自動化といったハード面、オンライン会議をはじめとするソフト面での非接触
化の環境整備が進められています。円滑なワクチン接種の実施とともに、感染を予防する
ためのソーシャルディスタンスの確保や換気のほか、マスクの着用及び手洗いの励行な
ど感染症に対する従来からの対策を継続しつつ、引き続き感染拡大防止に努めることが
必要です。

○この間、市民に対しては、感染拡大防止のため一貫して外出自粛が求められてきました。
家庭で過ごす時間が長くなることによって虐待やDVなどが増加しているほか、外出の機
会が減少することにより、高齢者をはじめとする市民の運動機能の低下や健康面での悪
化、居場所の喪失、社会的交流の減少なども懸念されています。また、事業者に対して休業
要請がなされ、経済活動が停滞することにより、生活困窮者が増加するとともに、市内事
業者の経営にも大きな影響が生じています。感染拡大防止の措置が長期化することによ
る経済への影響は、多くの市民の生活にも影響を及ぼしつつあります。

○こうした新型コロナウイルス感染症拡大防止の措置に伴う様々な課題や市民生活への影
響は、常に状況が変化しており、予測のつかない不確実な状況にあります。情報収集や分
析を随時行い、その時のニーズや状況を見極めて、必要となる支援や対策を時機を逸する
ことなく、効果的・機動的に実施していくことが求められます。

○また、新型コロナウイルス感染症の収束をある程度見通すことができた際には、意識・行
動様式の変化や社会状況の変化などをしっかりと捉えながら、さらなる魅力あるまちづ
くりを進めていかなければなりません。現時点においても、市内の活力を増進させていく
ための伴走型の中小企業支援、デジタル化による市民サービスの向上と行政の効率化、テ
レワークの推進による良好な住環境を備えたまちへの定住意向を捉えた人口増加といっ
た課題が挙げられます。さらに、非対面・非接触化が進んだことによる「つながり」の希薄
化によって、子どもの発達や高齢者をはじめとする市民の健康に影響を与えている可能
性があるほか、テレワークの普及によって職場へ通勤していた方の自宅や地域で過ごす
時間が増えているといった状況変化もあります。

○デジタル技術を活用しつつも、「つながり」のある地域社会を再構築するとともに、新たな
課題への対応を推進することで、ポストコロナにおけるまちづくりを地域の様々な資源
を確保・充実させていくという視点を持って進めていきます。一例としては、コロナ禍に
おいて顕在化した食の貧困や疲弊する市内飲食店の活性化などの課題解決を「つながり」
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の視点も含めて「食のまちづくり」として総合的に推進するため、計画を策定して事業を
推進していきます。
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　基本構想に掲げた9つの政策の柱の下に位置づけられる基本施策の体系は、次図に示すとお
りです。

図表８	基本施策の体系

Ⅴ　基本施策の体系
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Ⅴ


